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1.は じ め に
世界的な経済成長や国際化 により航空交通需要 の増加が予測 されている田。 この需要増
加 に対応 すべ く航空交通管理システムの抜本的な変革が計画 されてお り、その一つに現行
の空域べ一ス運用か ら軌道べ一ス運用への移行が挙 げられ る。 この軌道ペース運用 におい
て各航空機 は予 め戦略的に設計 された離陸か ら着陸までの軌道 に沿 って飛行 し一元的 に
管理 され る[2]。この交通流全体の一元的な管理の実現にむけて、各航空機の正確な時間管
理が重要 となる。そ こで、四次元航法 が注 目されている。四次元航法 とは、航空機の飛行
経路を通過地点 とその通過時刻 により指定 し、精密 な時間管理 を目指す運航管理の方法 で
ある[3]。予め戦略的に決定 された四次元の飛行経路 を計画通 りに飛行す ることで、各航空
機 の厳密 な時間管理 と交通流全体の一元管理が可能 となる。
しか し、与 えられた四次元経路を目指 して飛行 しても、飛行中の航空機 は気象 などの確
率的な影響 を受 けるため通過時刻 には誤差が生 じる。 この飛行時間の誤差の程度、すなわ
ち飛行時間の不確 かさを事前 に予測 し管理 に導入す ることで、 よ り効率的な運用が可能 に
なるもの と考 えられている。例 えば、飛行時間の不確か さを正確に予測 し管理 に導入す る
ことができれば、航空機の時間間隔を安全性 を確保 しつつ縮小 させることができ、空域容
量の拡大が可能 になる、 この他 にも、最終 目的地への定刻性を向上 させ るための速度修正
ポイントの最適配置や、管制官の負荷 と運航 コス トを同時 に低減できるなど、飛行時間の
不確か さが予測で きた場合の効率的な運航管理手法が複数報告 されている。
この ような高度 な運航 を目指 して、飛行時間の不確か さの予測やモデル化 に関する研究
が行われてきた。その中で、飛行時間誤差 の標準偏差が飛行距離あるいは時間 に比例す る
ことが理論的 に示 され【4,5]、さらに複数 の研究において、特定の期間(数 日～数年)の 特定
の経路の航空機 の飛行時間 を解析 し、飛行時間誤差の標準偏差が飛行距離あ るいは時間に
比例することが実証 されてい る[6-8]。このよ うに従来の研究では、飛行時間の不確か さと飛
行距離や時間 との比例関係のみを示す単純なモデルが得 られてい るのみであ る。 しか し本
来、飛行時間の誤差は気象状況や飛行動態に応 じて変動す ると考えられる。 このため、従
来のモデルに よる、「いかなる気象や飛行の状況 にお いて も同距離(も しくは同時間)飛 行
した時に生 じうる飛行時間の誤差の程度は等 しい」 とい う予測では、飛行時間の不確 かさ
が生 じる現象を単純化 しす ぎていることで精度が損なわれてい ると想定で きる。
そこで本研究では、飛行時間の不確iかさの予測モデルの高精度化を目指 し、気象や飛行
の状況 を予測 に反映 したモデルを構築す ることを目指す。次章 では、飛行時間 の不確 かさ
を気象や飛行の状況 ごとに解析す るためのデータを用意すべ く、実運航デー タに施すデー
タの前処理 について述べる。3章 では、単純な力学モデルに基づいて飛行時間の不確かさ
をモデル化す るe4章 では、気象や飛行の状況 ごとに変動す る要因 を予測 に反映 させ るべ
く、飛行状況 を表すパ ラメータ と飛行時間の不確かさの関係 をニューラルネ ットワークに
より同定 した近似モデルを構築す る。5章 では、実軌道 データにモデルを適応 した時の予
測性能 を評価す る。最後に6章 で、議論 をまとめる。
P.2
2.使 用 す るデータ とその処 理
2.1使用す るデータ
本研究では、SSRModeSシステムによb取 得 した運航データを使用 する。SSRM。deS
システムが提供す るデータ内容には、緯度 ・経度の位置情報 に加 え、指示大気速度、真大
気速度、マ ッハ数、対地速度、気圧高度な どの航空機か らダウンリンクされた動態情報が
含 まれる[9]。本研究では2015年8,9月に観測 された運航データを使用す る。また、数値気
象予報値 として気象庁 が提供する全球モデル数値予報値GSM[1⑪]を使用す る。GSMの予報
値は6時 問毎 に更新 され、最 も予測精度がよいと考 えられ る各予報時刻 における初期予報
値 を緯度 ・経度 ・高度 ・時刻 に対 して線形補間 し、任意の時刻 ・位置の気象予報値 を得 る。
本研究では、風速 と気温 を使用する。
22.飛行時間誤差 の推定
本研究では、飛行時間 の不確 かさを定量化 した評価指標 として飛行時間誤差の標準偏差
を用 いる。飛行時間の誤差は、 目標飛行時間 と実際の飛行時間の差で求めることができる
が、前節で述べたSSRModeSシステムによる運航 データか らは各航空機 の目標飛行時間
を直接得 ることができない。 そこで、数値気象予報値GSMを 用いて各航空機 の目標飛行
時間 を推定 し、飛行時間誤差 の推定 に使用する。
目標飛行時間の ように、各航空機が 目指 した飛行形態に関す る情報 を飛行意図 とい う。
この飛行意図を精度 よ く推定す るために、明確な飛行意図 を基づいて飛行 しているとみな
せ る区間 を抽出 し、解析の対象 とにす る。巡航区間 における航空機 は、管制官の指示によ
り指示大気速度 を決定 し、定め られた航路に沿 うように真航路角、気圧高度 を保 って飛行
することが多い。そこで各軌道 のうち、指示大気速度が±5[kt]以内の変動で、かっ真航路
角が ±1.5[deg]以内の変動 で100km以上 を巡航 してい る区間、すなわち等速 ・直線 ・巡航
飛行を している飛行区間 を明確 な飛行意図をもつ区問 として抽出 した。ただ し、各飛行軌
道の気圧高度の最頻値 か ら±100[ft]の区間 を巡航 区間 とみなすe抽 出 されたデータ数 は
















図ll抽 出 デ ー タの軌 道(デ ー タ数115643)
次 に、抽出後の各飛行の目標飛行時間Tを 推定するe式(1)か ら、あ る飛行距離Dを
飛行す るときの目標飛行時間Tの 推定は、目標対地速度VGSの推定 と等 しいe実 際の運航
管理において、管制官からパ イロットへの速度情報 の管制指示 は指示大気速度 が用 いられ
る。ある区間を目標飛行時間 で飛行するための速度指示 は、 目標対地速度か ら数値気象予
報値を用いて換算 された指示大気速度が用 いられ る。そ こで、本研究の目標飛行時間の推
定 には、抽出区間の指示大気速度の中央値 をパイロッ トと管制官が意図 した指示大気速度
巧茄 とみな し、 この値か ら数値気象予報値を用いて逆算 した対地速度 を抽出区間にお ける
目標対地速度 として用い る。まず式(2)に より、意図 した指示大気速i;[VIASを機首方向の
真対気速度VTAS'に変換す る。ただ し、pは気圧高度 よ り標準大気モデルか ら求めた気圧.ρ
は気温 から求めた大気密度である。これを式(3)によ り真航路方向に変換 した値 を目標真
対気速度VTASとみなす。ただ し、θwは航空機の機首方向 と真航路方向の差であるeこ の 目
標真対気速度VrASと真航路方向の風速141Hの予報値 の和 か ら目標 対地速度VGS(=VTAS+
1/llH)を求め、ある距離Dを飛行 した ときの目標飛行時間丁を推定 するe式(2),(3)の速度 と
方位角の関係 を図2に 図示す る。 また同区間の実際の飛行時間を実運航データに記録 され
た対地速度か ら算出 し、目標飛行時間Tと の差 をとることで飛行時間誤差 を求め、この分
布を図3に 示す。飛行時間誤差の分布が0を 中央 に持 つ正規分布 に近い形状 となっている
























図3:推 定 し た 飛 行 時 間 誤 差 の ヒス トグ ラ ム(デ ー タ 数:15643)
P.5
2.3.類似す る飛行状況 ごとにクラスタリング
前述 した ように飛行時間の不確か さを定量的指標 として、飛行時間誤差の標準偏差 を用
いる。標準偏差 を算出するためには集合的 に観測 されたデータが必要であ り、本研究の 目
的に即 して飛行状況 ごとに算 出す るためには、類似す る飛行状況 ごとにデータを分類す る
必要がある。 この ように、データの全集合か ら類似す る特徴パ ラメータをもつデータ集合
に分類する手法 をクラスタ リングといい、分類後のデータ集合 をクラスタとい う。 ここで
はクラスタ リングの基準とな る特徴パラメータに、気象や飛行の状況を表すパ ラメータを
用いることにより、分類後のクラスタによって類似す る気象状況で類似す る飛行意図を持
ったデータ集合 を構成する。 ここで は特徴パ ラメータに、気象状況 を表す真航路方向の風
速、横風の絶対値 、気温 と飛行意図 を表す 目標対地速度 を用いる。
各 クラス タ内の特徴パ ラメータの平均値や飛行時間誤差 の標準偏差 などの各種統計量
を精度良 く推定す るため、各 クラスタ内の特徴パ ラメータが中央に代表的な ピークを持ち、
極端 な外れ値 を含まない分布 を形成することが望 ましい。そ こで混合正規分布モデルによ
るソフ トクラスタ リングを採用す る。この手法では、まずデー タを特徴パ ラメ 一ータ空間に
お ける複数の多次元正規分布の重ね合わせ た混合正規分布 としてモデル化す る。 この とき
混合正規分布 の確率密度関数 の推定 にEM(反復期待値最大化)アル ゴ リズム[11]を用いた。
ここで、あ るデータXが観測 された時の正規分布Giの生起確率P(GiIX)は、データXの 正規
分布Giへの所属度 とみなすことがで きる。 この所属度を用いて各データを所属す る正規分
布 に確率的に割 り当て ることでクラスタ リングす る[エ2]。この ように正規分布 を元にデータ
を割 り当て る分類手法 によ り、各 クラスタの特徴パ ラメータ分布 は概ね正規分布 に従 い、




クラスタ リングには抽出データ数 の2/3(10429個)の軌道データを用い、残 りは5章
で行 う軌道 データを用 いた評価 に用 いる。また、対象データの分布 を混合正規分布 とみな
してモデル化す るにあた り、構成する正規分布の数、すなわ ちクラスタの分割数を設定 し
なければな らない。 ここで、次章以降の解析で使用す るクラスタ内の飛行時間誤差の標準
偏差の推定精度 を考慮 して、50以上のデータを持つ クラスタのみ解析 に有効 なクラスタと
して使用す る。この解析 に有効 なクラスタを最 も多 く生成できる分割数を200個と特定 し、
結果 として164個の解析 に有効 なクラスタを得 た。 この例 として、あ るクラスタ内の飛行
時間誤差 と特徴パ ラメータ(目標対地速度VGS、真航路方向の風速[4/H、横風の絶対値IWcl、
気温Temp)の分布 を図4に 示す。それぞれ中央 に代表値 をもち、外れ値 を持 たない所望の
分布 を形成で きている。
以上の一連 のデータ処理 によ り、飛行状況を表すパ ラメータと飛行時間の標準偏差 を対
















































































































































































































































































































































































































































































3.飛 行 時 間 の誤 差 伝 搬 モ デ ル
本章では、航空機を質点としてみなした単純な力学モデルに基づく飛行時間の誤差伝搬
モデルについて述べる。
3.1.飛行時 間 の誤差 伝搬 モ デル の導 出
航 空 機 を質 点 と して み な した単 純 な力 学モ デ ル にお い て、 飛行 時間Tと 真 対 気速 度VTAS
お よび風 速WH、 飛 行距離Dの 関係 は式(5)の よ うにな る。 ただ し、真対 気速 度吟A5と風速
ItllHはどち ら も真 航路 方 向成分 を考 え る。 飛 行距離Dを 一定 とす ると、 飛行 時 間Tの 誤差△T
の誤 差 要因 にな り得 るの は、真 対気速 度VTAsa5一よび風 速ltVHの誤 差AVTAS,△lxtlHのみ であ り、
この関係 は式(6)の よ うに表せ る。式(5),(6>を整理 す る と、飛 行時 間誤 差△Tは、△VTAs
と△WHの関数 と して式(7)の よ うに表せ 、 さ らに△VTASと△L4/Hを微小 項 とみ な して線形
化す る と式(8)を 得 る。ま た、式(8)と 分散 の定義 式 か ら飛行 時 問誤差 △τの標 準偏 差aAτ
は、 式(9)の よ うに表 せ る。 式(9)は 、誤差 要 因の ば らつ きが飛行 時 間誤 差 の ば らつ き
に影 響 す る関係 を表 してお り、誤 差伝 搬 モ デル と呼 ばれ る。 この誤差 伝搬 モ デ ル は、 一定
距離 を飛行 す る と きの飛 行時 間 誤差 の標準 偏差 は対 地速 度 の二 乗 に反 比例 し、 そ の係 数 は























この誤差伝搬 モデルの予測性能を、比例係数 σ翻 沸s+曜鞠 を(1)飛行状況 によらず一律
の値 を用 いた場合 と(2)飛行状況 ごとに適切 な 直を用いた場合 を比較評価す ることで、飛
行時間の不確 か さ予測のモデル に飛行状況 ごとの変動 を反映す ることの有効性 を確認す
る。(1)の場合は、飛行状況 ご とに区別することな く、抽出 した全飛行データ より誤差要因
の誤 差 の分 散(㎡yM,と曜 鞠)を 算 出 し、 σ臨A、+曜 鞠 の期待値 を得 た。そ れ ぞれの値 は、
㎡yMsニo・63[(m/s)2],o'Kw.=2.83[(m/s)2】とな った・この飛行 状況 に よ らず一律 の比 例係
数 を用 いた予 測 は、従来 の研 究 の扱 い方 に相 当 す る。
一 方、(2)の場合 は、2.3節で得 た飛 行状 況 ご とのデ ータ集合 を模擬iした クラス タ ご とに
σ浸μMs+σぎ鞠 を算 出 し、予 測 に用 い た。これ は、誤差 要 因の誤 差分散 の飛行 状況 ご との変
功を正確 に予 測 で きた場 合 の理想 的な予測 に相 当す る。
この比較 評価 結果 を、(1)の場合 は図5-(a),(b)に、(2)の場 合 を図6-(a),(b)にそれ ぞれ示
す。 図5,6の(a)は、誤 差伝 搬 モ デル に よ る予測値 σAtM。d,tとクラス タ ご とに算 出 した飛行
時間 誤差 の標準 偏差 σAt,E、tの散布 図 を示 す。青 実線 は回帰直 線、黒点線 は予測値 と観 測値 が
一致 す る ときの直線 で あ る。 この とき、 予 測性 能 を表す予 測値 と目標 値 の相 関係 数Rと
rmseは、(1)の場 合R=o,81(Pく10-10),RMsEニo,069[sec/lokm]、(2)R=o.99(Pく
10-10),RMsEニo.018[sec/lokm】の場合 とな った。また 図5,6の(b)は、対 地速 度 と飛 行時
間誤差 の標 準偏 差 の関係 を示 し、赤 の線 お よび点 は誤差 伝搬 モデル の予 測値 を、 黒 の点 は
ク ラス タ ご とに算 出 した推定 値 を表 す。図5-(a)からは、誤差 伝搬 モ デル の式 か らわ か る飛
行時 間誤差 の標 準偏差 が対地 速度 の二 乗 に反比 例 す る傾 向が確 認 で き る。 また、 予測値 と
推定値 をつ な ぐ青線 の長 さは予測 の誤 差 の大 き さに相 当 して お り、 予測精 度 が 向上 して い
る ことを可 視 的 に確 認 で き る。
以 上 の比 較評 価 に よ り、(1)飛行 状況 に よ らず一律 の比例 係 数 を用 いた場 合 よ りも(2)
飛行 状況 ご とに適切 な比例 係 数 を用 いた場 合 の方 が高 い予 測性 能 を示 す こと とか ら、 飛行
状況 ご とに変 動 す る要 因 をモ デ ル に考慮 す る こ とが 飛行 時 間 の 不確 か さ予測 の高精 度化
に向 けて効 果 的 であ る こ とが確認 で きた。た だ し(2)の結 果 は、飛 行状 況 ご との誤差 要 因
の影 響 の変 動 を事前 に正確 に把握 で きた場 合 の予 測性 能 を表 して お り、 実際 には これ らの
CF-Kv,^sや曜鞠 を(1)の 場合 の よ うに過 去 の観測 デー タか ら算 出 した一律 の実績 値 を用 い る
ほかな い。 この ため、誤 差 伝搬 モ デル の実際 的 な予 測性 能 は(1)の 結果 で あ り、(2)は予
測性 能 の理 想値 に相 当す る。 そ こで、次章 で は実運 用 におい て利用 で き る気 象 や飛行 の状
況 ごとの詳 細 な予測 が で き るモ デル を構 築 す るため に、 事 前 に参照 可能 な気 象予報 値 や飛








































































































図61誤 差伝搬モ デル の予測性能(飛 行状況 ごとに適切 な比例係数 を用 いた場合)
P.11
4.飛 行 状 況 ご と に 予 測 可 能 な モ デ ル
前章では力学モデルか ら導いた誤差伝搬 のモデルに よる予測精度 を比較評価す るこ と
で、高精度な予測 のために飛行状況 ごとの誤差要因の変動 をモデルに考慮す ることが有効
であることを示 した。 そこで本章では、事前 に参照可能な気象予報値や飛行意図を表すパ
ラメータか ら飛行時間誤差 の標準偏差 を予測す るモデルの構築 に向け、 これ らの入出力特
性をデータから機械学習的にモデル化す ることを試み る。3.1.節の誤差伝搬 のモデルの導
出では、簡単のために誤差項 を微小 とみな した一次線形化や誤差要因間が独立であるとい
う仮定 を置いたが、 これ によ リモデルの粒度が不適切 に損 なわれ る可能性 もあるため、非
線形性 やパ ラメータ間の相互関係 も反映で きる学習モデルが望 ま しい。そ こで、非線形性
や複雑 な相関構造 を含め任意 の入出力特性 を近似関数化 で きるニ ュー ラルネ ッ トワー ク
モデル を用いる。
4.1ニ ュー ラルネ ッ トワー クに よる学 習 と評 価 方法
ニ ュ ー ラル ネ ッ トワー ク に よる教 師 デ ー タの学 習 につ い て概説 す る。 教 師 デー タ とは、
入力 変 数κとそ れ に対応 す る出力変数yの 観 測 デ ータ集合 であ り、この入 出力 関係 をニ ュー
ラルネ ッ トワー クに学習 させ る。 図7は 、入 力層 ・中問層 ・出力層 の3層 か らな る3層 ニ
ュー ラル ネ ッ トワー クの例 で あ り。 以 降、 これ を単 に ニ ュー ラル ネ ッ トワー ク と呼 ぶ。 各
層 を構 成 す る○ はニ ュー ロ ン と呼 ばれ 、 そ の働 きを図8に 示 す。 ニ ュー ロ ンへ の入 力 が
κ1,x2であ る とき、 これ らに重 み係数w1,w2を付 けた総和 とバ イア ス係数 θの和 で あ るxを 、
ニ ュー ロ ン内部 の活性 化 関数fに 入 力 した ときの出力y=f(X)を得 る(式(11))。ただ し、
活性 化 関数プは式(12)の シ グモ イ ド関数 とい う非 線形 関 数 を用 い る。
γニf(X)ニf(w、x、+w2x2+θ)(11)
プ(X)一、+,毒(-X)(・2)
この よ うな ニ ュー ロ ンによ り構成 された ニ ュー ラルネ ッ トワー クでは、入 力変数 κ1,κ2,…
,Xnと出力変 数yの 任意 の入 出力 関係 を関数 近 似 で き るこ とが知 られて い る[13]。
ニ ュー ラル ネ ッ トワー クは、s番 目の教 師 デー タ の出力 変数y、とニ ュー ラル ネ ッ トワー
クの 出力露 に よって定義 す る式(13)の よ うな誤差 関数Esを最小 にす る よ うに、重 み係 数
wを 調 節 す る こ とでs番 目の教 師 デー タの入 出力 関係 を学 習 す るこ とが で きる。誤差関数E5
を減少 させ るよ うな重 み係数wの 更新量 △wを式(14)の よ うにす れ ば よい。 ここで、図6
の ニ ュー ラルネ ッ トワー クの 出力父 は式(11)か ら、式(15)の よ うに表せ 、非 線形 な活
性 化 関数プに よる合 成 関数 の和 と して解 釈 で き る。た だ し、川害は第北層 の`番目のニ ュー ロ
ンへ の入 力 の総和 、OUTikは第配層 の三番 目のニ ュー ロンの出力 とす る。式(14)と式(15)
か ら、例 えば入 力層 のノ番 目の ニ ュー ロ ンか ら中間層 の`番目の ニ ュー ロ ンへ の 入力 の重 み
係数wゐの更 新 量△崎 は、式(16)の よ うに表 せ る。式(16)の よ うに、ニ ュー ラル ネ ッ ト
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ワークの出力誤差 を出力層側か ら入力層側 に伝搬 させ るように更新量△w5を得 ることか ら、
この学習方法 は誤差逆伝搬法 と呼ぼれている。 この学習 によって教師データの入出力関係














この重み係数 の更新 を、誤差関数恥が十分 に小 さくな るか、指定 した最大更新回数まで
繰 り返す。ここでは、最大更新 回数 は1000回とした。また、ニュー ラルネッ トワークのよ
うに多 くの調整係数 を持つモデルによる学習で しば しば問題 となる過学習 の対策 として、


















X=W1ニ ビ1十W2ニ ビ2十 θ
図8ニ ュー ロ ン の働 き
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42.学習に使用す る教師データ
教師データの うち、入力変数 に各 クラスタの対地速度、真航路方向の風速、横風の風速、
気温の平均値 を、出力変数 に10km当た りの飛行時間誤差の標準偏差を用い る。図9に 、
この教師データの各入力変数 と出力変数の散布図 と回帰係数Rお よびそのp値 を示す。気
象や飛行 の状況表す各パ ラメータ と飛行時間誤差の標準偏差 には有意な相関があ る。この
教師データをニューラルネッ トワークに学習 させ ることで、気象状況や飛行状況を表すパ










































































前述 のとお り、ニューラルネ ッ トワー クは教師データの出力変数 との誤差が小 さ くなる
よ う重み係数 を調整す ることで入出力特性 を学習する。 このため学習 に使用 したデータを
予測性能の評価 にも使用す ることモデルの汎用性 を適切 に評価で きないため、学習に使用
していない検証用データを予測性能の評価 に用いなけれ ばならない。そこで、限られた教
師データをどの ように分割するかが問題 とな る。モデルの学習用データをより多 く確保す
ることで汎化性 の高いモデルが得 られ るが、予測性能の検証用データの数が少ない と十分
な予測性能評価 ができない。そこで、N個 の教師データの うち1つ を検証用データ、他 の
N-1個を学習用 データとして用 いることを、割 り当てを変 えなが らN回 行 う交差検証 を用
いる。 この方法 によ り、すべての教師データを学習用、検証用の両方 に利用できることか
























図11-(a)(b)に、図5,6と同形式で、交差検証 によ り得たニュー ラルネ ットワ 一ークの予測
値 と対応 す る教 師 デー タの 出力 変数 の関 係 を示 す。 この 時、相 関係数R=0.92(p<
10-1。)、RMsEニo,046[sec/lokm]とな り、3.2、節 で得た誤差伝搬モデルの理想的な予測精
度(図6)よ りは劣 るものの、実際的な予測性能(図5)よ り精度の高い予測ができてい
る。 これは、誤差伝搬モデル に対 してニューラルネ ットワークによる予測モデルの方が、
よ り多 くのパ ラメータの影響 を考慮 してお り、かつモデルの複雑 さゆえの表現力の高 さか
ら、気象状況 ・飛行動態 ごとに柔軟 な予測がで きるためであると考 えられ る。
以上 によ り、飛行状況 を表すパ ラメータ と飛行時間誤差の標準偏差 の関係 を近似関数 と
して表す ことがで き、気象や飛行 の状況 に応 じた詳細 な予測 が可能なモデル を構築 できた。
ここまでの飛行時間の不確 かさ分析およびモデル化 には.2.3.節の類似す る飛行状況 にグ
ループ化 した クラスタデータを用 いている。次章では、予測モデルの実際的な適用 を想定



























































































































































5.予 測 モデル の軌道 デー タへ の適用
前章で得 られた飛行状況 に応 じた予測モ デルは、2.3.で述べたクラスタ リングによ りグ
ループ化 したデータセ ットに由来す る。 しか し実際の運航 では、 グループ化 されたデータ
に対 してではな く、各軌道 に対する予測性能が重要 となる。そ こで本章では、前章で得た
飛行状況に応 じた予測モデルの実軌道 データへの適応性 を評価す る。また、従来 のモデル
に相当する飛行状況 ごとの変動 を考慮 しない期待値モデル との比較評価 も行い、飛行時間
の不確かさの予測 に飛行状況を考慮することの利点 をより明確 に示す。
本章でのモデルの予測性能評価 には、モデル化に使用 していないテス ト用 の軌道データ
(デー タ数:5214)の100km飛行時の飛行時間誤差 を用い る。
前章で得た飛行状況に応 じたモデルに10km毎に通過点の数値気象予報値(真 航路方向
の風速、横風の絶対値、気温)と 目標対地速度 を入力 し、 その時のモデルの出力 を逐次積
分す ることで100km飛行 した際の飛行時間誤差の標準偏差 を予測する。一方、比較用の従
来 の研究 に相当す る期待値 モデルの予測値 として、前章までのモデル化 に使用 した同 じ軌
道 デー タか ら求 めた100km飛行 時 の飛 行 時間誤差 の標 準偏 差 を用 い る。 この値 は
6.35[sec/100km]となった。これによ り比較する2つ の予測 は、どちらもモデル化用 のデー
タに由来 してお り本章で扱 うテス ト用のデータに対 しては未知である。
5.1.言平f而}旨標
飛行 時間の不確 かさの予測モデル は飛行時間誤差の標準偏差q比を予測値 として出力す
る一方 で、各実軌道データにおいて観測で きるのは飛行時間誤差△亡である。すなわち、単
に予測値 と観測値 の差 による予測性能の評価ができず、新 たに予測性能 の評価指標(lndex)
を導入す る必要がある。 ここで飛行時間誤差△亡が平均値0の 正規分布 に従 うとすると、飛
行時間誤差の標準偏差砺亡を予測す ることは、飛行時間誤差が生起す る元の分布 を予測する
ことに当た る。 この予測が適切 にできている場合、観測値△亡と予測値aAtの関係 は式(17)
のよ うに表せ る。この とき、予測値砺亡で観測値配 を害噂った値の分布 は標準正規分布 にな り、
その標準偏差 は1と なる(式(18))。この関係 を利用 して、100km飛行時の飛行時間誤差
の観測値配 をモデルの予測値crAtで割 った値 の標準偏差 を評価指標 に用 いる(式(19))。言
い換えれば、 この評価指標 は飛行時間誤差を予測値 によ り正規化 した値 の標準偏差 であ り、
適切な予測がで きてい る場合、正規化 も適切 に行われ、その標準偏差 は1と なる。 また、
Indexがよ りも小 さい場合 は、分母であ る予測値 が適切 な値 よ り大 きい、すなわち過大な
予測に陥っていることを表す。逆 にlndexが1よりも大 きい場合 は、モデルが飛行時間の
不確 かさを過小に見積 もって しまっていることを表す。飛行時間の不確か さを過大 に見積
もって しま うと、必要以上 に安全問隔をとって しま うなど運用上の効率 を低下 させ る可能
性 があ り、また過小な見積 も りは、安全性 を損 なう危険性 がある。 この評価指標lndexの















全テス ト用データを対象に した、つま り飛行状況の区別 な く平均的 な予測性 の評価では、
従来の期待値モデルは1.025、NNモデルは1.017とな り、両モデル ともに適切 な予測がで
きていた。この ときの各モデルの予測値で正規化 した飛行時間誤差 のヒス トグラムを図10
に示す。 この ヒス トグラムからも、飛行状況 を区別 しない全テス トデータを対象 とした平

















図12:予 測 値 で 正 規 化 した 飛 行 時 間 誤 差 の ヒ ス トグ ラ ム




飛行状況に応 じた予測 が可能なNNモ デルの有益性 をより明確 に示すため に、テス ト用
データをNNモ デルの予測値 が大きい順 に5層 に分割 し、各層 について前節 と同様 の方法
で評価 を行 う。各層 における従来 の期待値モデルの評価指標 を青で、NNモ デルの評価指
標 を赤で図13に 示す。期待値 モデルでは、評価指標 は1よ り小 さい値 から層 につれて大
きくな り最後 の層 においては1を 大 きく超 えている。一方、NNモ デルでは評価指標が1
付近 に比較的安定 していることが分かる。 この評価指標 は、前述 したように 工であるとき
適切な予測がで きていることを示すが、1よ り小 さい場合 は過大 な、1よ り大 きい場合 は
過小 な予測 に陥っていることを示す。飛行 時間の不確かさを過大 に見積 もって しま うと、
必要以上 に安全問隔をとって しま うな ど運用 上の効率を低下 させ る可能性がある。 また過











図13:NNモデルの予測値 で分割 した層 ごとの評価指標
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また、NN予測モデルの予測値の上位層(O--200/,)、すなわち生 じうる飛行時間の誤差が
大 きい と予測 されたデータ群お ける正規化 された飛行時間誤差 のヒス トグラムを図14に
示す。 この とき期待値モデルに対応す る分布 は幅広 な形状 にな り、飛行時間 の不確か さを
過小に見積 もっていることがわか る。同様にNNモ デルの予測値 の下位層(SO-・1000/o)に
ついて も評価 した結果 を図15に 示す。 この場合 は、期待値モデルに対応す る分布 は狭 く
な り、過大な予測 に陥 ってい ることがわか る。
以上 によ り、従来の期待値モデル と比較 して、飛行状況 に応 じた予測が可能なNNモ デ
ルは飛行時間の不確か さを過大 にあ るいは過小 に見積 もることな く適切 な予測がで きる
ことを示 した。 これは飛行状況 を考慮 した飛行時間の不確か さ予測を運航管理 に導入す る








































本研究では、将来的に計画 されている航空機の飛行時間の管理 に飛行時間の不確 かさを
導入す ることでよ り高度な運航管理が期待で きることに着 目し、飛行時間の不確か さ予測
の高精度化 を試みた。その結果、飛行や気象の状況 ごとの変動を反映 したモデルに よる飛
行時間の不確 かさのよ り高精度 な予測の実現可能性 を示 した。
データ処理 として、各航空機の 目標飛行時間 を精度 よく推定するために、明らかな飛行
意図をもって飛行 している区間(指 示大気速度 を一定 に保ち、継続 的に直線巡航飛行 して
いる区間)を 解析対象 として実運航データか ら抽出 した。また、飛行時間の不確かさを飛
行状況 ごとに解析すべ く、抽出 したデータか ら混合正規分布モデルを用 いた ソフ トクラス
タ リングによって、飛行や気象の状況を表 すパ ラメータと飛行時間誤差 の標準偏差 を対応
付 けたデータを作成 した。
モデル化 に向けて、力学モデルに基づ いた飛行時間の誤差伝搬モデルを導 出 し、飛行時
間誤差の標準偏差が対地速度 の二乗 に比例 す ることを示 した。また、 この誤差伝搬モデル
の予測性能 を評価す るなかで、飛行状況 に応 じて誤差要因の変動をモデルに反映す ること
が予測の高精度化 に有効 であ ることを確認 した。そ こで、ニ ューラルネ ットワークモデル
の学習機能 を用 いて、飛行意図や気象予報値(対 地速度、真航路方向の風速、横風の風速、
気温)と 飛行時間誤差 の標準偏差の関係 を近似関数化 し、飛行状況 に応 じた予測モデルの
構築 を試みた。得 られた飛行状況 に応 じたモデル は、誤差伝搬モデルの実際的な予測性能
よ り優れた性能 を示 した。 さらに、 この飛行状況 に応 じた予測モデル と従来 の研究 に相当
す る期待値モデルの実軌道データにおける予測性能を比較評価 し、飛行や気象の状況 ごと
に変動す る要因 を予測 に考慮 す ることが よ り安全で効率 のよい運航 を可能 にする ことを
示 した。
本研究の最終 目標 は、航空交通管理 に飛行時間の不確 かさを新たな管理パ ラメータ とし
て導入す ることで、 よ り高度 な運航管理 を実現 させることである。 これに向けて本論文で
は、飛行時間の不確 かさの予測に飛行状況 による変動の影響を反映することで、高精度な
予測が可能 になるという実現可能性 を示 した。実運用化 に向けては、予測モデルの信頼性
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深 く感謝致 します。また、日々の議論を通 じて多 くの刺激 と示唆をいただいた航空宇宙 シ
ステム運用工学研究室 の皆様 にも心 から感謝致 します。特 に同期 の下村顕秀 くん、山内貴
弘 くん とは、研究室の一期生 とい うこともあ り多 くの苦楽 を共 にしました。忙 しくも楽 し
い、苦 しくも笑 える日々をあ りが とうございました。 このほかにも多 くの人 に支 えられ、
勉学 にかぎらず実 りの多い2年 間 を過 ごしました。最後 に、 これまで温かい目で見守って
くれた家族 に深 く感謝 を申 し上 げます。
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